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【東北関東大震災にかかわって】
医療機器を使いながら暮らしている人たちの安全確保について
（要　望）
このたびの震災に関連する停電にかかわりまして、重度障害や難病をもつ人たち、とりわけ人工呼吸器等の医療機器が欠かせない人たちの安全確保のために、日夜、ご尽力いただき感謝申し上げます。
さて、東日本大震災の余震に伴う停電で、酸素濃縮器の停止により、山形県の女性が亡くなられたという報道がありました。また、電動吸引器が使えず、たんの吸引ができずに2名の方が亡くなられたという報道もあります。
これらの事故をふまえ、厚生労働省から各自治体にあてて注意喚起の事務連絡を出しておられますが、医療機器を使いながら暮らしている人たちのより確実な安全確保のために、次の点について、早急に対応していただきますよう、お願いいたします。
記
１．停電時の電源確保に必要な機器の緊急貸与、または支給を早急に実施してください。
停電時の各種電動医療機器（人工呼吸器、酸素濃縮器、加温加湿器、パルスオキシメーター、ネブライザー、電動吸引器、持続吸引器、注入ポンプ、輸液ポンプなど）や福祉用具（エアマット、電動ベッド）、体温調節用具（電気毛布、エアコン等冷却装置）稼働のための、バッテリー、インバーター、充電器、小型自家発電機等を緊急貸与または支給してください。
２．人工呼吸器使用者の安全確保のために、手動式人工呼吸器（蘇生バッグ）、生体情報モニター（パルスオキシメーター等）、電源を必要としない吸引器（足踏み式）が、当事者への負担なしで、確実に貸与または支給されるようにしてください。また、緊急時の対応方法について適切な研修がされるようにしてください。
「生命維持装置である人工呼吸器に関する医療事故防止対策について」（医薬発第248号、平成13年3月27日）で、人工呼吸器を使用する場合には、生体情報モニター（パルスオキシメーター等）の併用と、手動式人工呼吸器（蘇生バッグ）の常備が指導されていますが、足踏み式吸引器は含まれていません。
また、在宅療養指導管理料が算定されている場合、緊急時の措置に関する指導等も十分行い、療養に必要だと主治医が認める医療機器や医療材料は、医療機関が貸与または支給することになっていますが、在宅療養指導管理料の趣旨が徹底されずに、家族に十分な退院指導も行わず、人工呼吸器使用者であっても、パルスオキシメーター（センサーも含む）や手動式人工呼吸器、人工呼吸器用外部バッテリーは、ほとんどの場合、病院からの貸与がなく、自費購入させられている実態があります。しかし、これらが非常に高額であるために、準備しないまま、在宅療養に移行している事例も見られます。
平常時であっても、これらの機器は当事者の安全な生活のために欠かせないものですが、確実に「備える」のはもちろん、「活用できる」ように研修しておかなければ、災害時にも停電時にも当事者の安全確保はできません。
３．在宅で医療機器を使いながら暮らしている人に関わる通知や事務連絡は、各自治体難病担当部署だけでなく、母子保健、障害福祉、高齢者支援の担当部署や各医療機関が連携し、当事者に確実に届くようにしてください。
　当事者が人工呼吸器、酸素濃縮器、加温加湿器、ネブライザー、電動吸引器、注入ポンプなどの医療機器を必要とするようになった障害の原因は、さまざまで、それぞれの原因によって自治体での担当部署が異なります。
・公費負担特定疾患（疾病対策の部署が担当）
・小児慢性特定疾患（母子保健の部署が担当）
・上記の指定を受けていない疾患や、先天的な障害、事故の後遺症（障害福祉の部署が担当）
・高齢に伴う障害（高齢者支援の部署が担当）
　　　したがって、難病担当部署や保健所だけは、公費負担特定疾患の当事者しか把握できていない可能性があり、自治体の災害時要援護者の登録からも漏れている可能性があります。
　　　また、病名が確定していない場合や乳幼児の場合、障害が確定していないからと障害者手帳の申請を断られ、特定疾患の制度も障害福祉の制度も利用できず、これらの担当窓口とのつながりがないことがあります。
さらに、必要な医療機器・器具を自費購入させられている場合や、難病や障害福祉の日常生活用具として給付されている場合、在宅人工呼吸療法や在宅酸素療法の対象者と違って、医療機器メーカーも利用者を特定していない場合があります。
一方、医療機関との関わりが全くない事例はないとしても、訪問看護については、利用していない当事者もあります。エアマットや電動ベッド（※注）を離せない当事者もいますが、これらは、福祉用具として支給または貸与されているため、医療機関が使用状況を把握していない場合があります。
※注　電動ベッドの背上げ・足上げ機能には非常時に解除する仕組みが備わっておらず、停電になると非常に危険です。
　　
また、当会では、震災前より、災害時への備えを呼びかけてきましたが、それでも、今回、電力会社への登録制度を知らない会員がいました。計画停電の報道で、電力会社から登録者に直接連絡が届いていることを知り、保健所に登録制度について情報を求めたところ、保健所も登録制度を知らなかったようです。さらに、登録しても連絡がなく、問い合わせたら登録されておらず、これまで3回も登録をやり直した会員もいました。
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